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株式会社日本介護福祉グループ 
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規制緩和・規制改革の提言 

提言１ 
 

提言２ 

提言３ 

提言４ 

提言５ 

提言６ 

提言７ 

社会福祉法人の運営する居宅介護サービス事業への 

法人税課税 

参入規制の撤廃 

在宅介護サービスの総量規制の撤廃 

社会保障の産業化および海外への事業展開を国策として推進 

社会保障税の創設 

事業者、保険者、都道府県、国の管理システム統一 

社会福祉法人の社会貢献活動および研究開発活動 
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社会福祉法人の運営する居宅介護サービス事業に関しては 

他の民間企業と同様に法人税課税対象（イコールフッティン

グ）とすべきです。 

社会福祉法人の運営する居宅介護
サービス事業への法人税課税 

提言 
１ 
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参入規制の撤廃 提言 
２ 

実質的に社会福祉法人に限定されている施設介護サービス（特別
養護老人ホーム）の運営を、営利法人や社団法人、NPO法人な

どに門戸を開くことで、待機高齢者を早期に解消すること

ができます。 
 

参入規制の撤廃によって、介護は日本の成長産業の１つ
となり得ます。ただし、品質の担保という観点から、情報公開の仕組
みが不可欠です。 
 

また、参入規制の撤廃により、法人税の増収も見込めます。 
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在宅介護サービスの総量規制の撤廃 提言 
３ 

グループホーム（認知症対応型共同生活介護）や有料老人ホーム（特

定施設入居者生活介護）に設けられている実質的な総量規制を
撤廃するべきです。 
 

総量規制を撤廃することによって事業者同士の健全な競争を

促し、成長産業としての介護を確立できます。 
 

また、介護給付費を恒常的に抑制するためには、高齢者の健

康づくりや認知症予防が重要なため、この分野での社会福祉法人
の役割は大変重要です。 
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社会保障の産業化および 

海外への事業展開を国策として推進 
提言 
４ 

現在の日本の最大の強みは「世界一の高齢化」であり、介護保険

法自体も含めてノウハウを豊富に蓄えており、今後ますます

世界各国に必要とされます。 

 

社会保障に関連する産業は国内だけでも周辺産業も含めて 

約70兆円超の市場規模であり、高齢化の進んでいる、またはこれ

から高齢化する海外への事業展開や日本製の福祉用具の販売、 

また、サービスやシステム等の輸出を加味するとその市場規模は 

1,000兆円を超える規模になります。 
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社会保障の産業化および海外への事業展開を国策として推進 提言 

４ 

日本国内の高齢者数は現在約3,000万人であり、中国の高齢

者数は現在約1億9,000万人です。韓国、台湾はもちろん 

南米やヨーロッパ各国も市場として見込める可能性が高いです。 

 

文化的にも地理的にも日本に近いアジア圏の少子高齢化問題は

日本が主導し解決することができます。 

 

国が社会保障の分野を新たな産業として位置づけ、海外に展開す
る企業を後押しする体制をつくることで、現在税金と保険料に寄りか
かっている社会保障分野が、自らの費用を自ら賄える、 

自立した産業になることができます。 
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社会保障税の創設 提言 
５ 

現実的には難しいのかもしれませんが、１つの案として、介護サービス

や医療サービスを利用した場合に、所得に応じて社会保障
税を支払う仕組みをつくってはどうでしょうか。 
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事業者、保険者、都道府県、 

国の管理システムの統一 
提言 
６ 

現在、介護事業者が日々の記録等を入力し、それに基づいて介護
報酬を請求するために使用しているシステムの選択は各事業者に委
ねられており、各社のソフトは基本的に互換性がありません。 

 

現場の事務作業や保険者や都道府県の負担を軽減し、より正確
な情報を把握するためにも、事業者、保険者、都道府県、国の 

管理システムを統一、または互換性をもたせるべきです。 
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管理システムの統一により、正確な統計を取ることができるよう

になり、介護現場の事務負担も軽減され、実地指導等の自治
体の事務負担も軽減されます。さらに、医療機関と介護現

場との情報共有が可能なシステムにすることで、自宅でターミナ
ルを迎えることができる環境の１つが整います。 
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事業者、保険者、都道府県、国の管理システムの統一 提言 

６ 
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社会福祉法人の社会貢献活動および
研究開発活動 

提言 
７ 

社会福祉法人には、補助金や法人税非課税等の優遇が続く 

際には、民間企業には事業化することが難しい収益性の低い
社会貢献活動への注力を期待します。 
 

 

例えば、ホームレスの人々の高齢化が社会問題となっており、また

ホームレスの高齢者は、生活環境や食生活から、医療依存度
も高い傾向があります。 
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介護が日本の成長戦略の一翼を担えるようにするため、社会福祉

法人が、認知症ケアや現場で使える介護ロボットの研究
開発を積極的に行えるように促し、その成果を広く介護福祉
事業者に共有していただくことを期待します。 
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社会福祉法人の社会貢献活動および研究開発活動 提言 

７ 



12 

株式会社日本介護福祉グループ 

特別養護老人ホーム待機高齢者の増加 資料 

１ 

出典：特別養護老人ホームにおける入所申込の実態に関する調査研究 
    【研究要旨】(平成 22 年度老人保健健康増進等事業 医療経済研究機構) 
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株式会社日本介護福祉グループ 

岩盤規制の存在 資料 

２ 

出典：第１５回産業競争力会議配布資料 
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株式会社日本介護福祉グループ 

高齢化率の上昇 
資料 

３ 

出典：内閣府 平成25年版 高齢社会白書 
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株式会社日本介護福祉グループ 

一人暮らし・高齢者世帯の増加 資料 

４ 

出典：内閣府 平成25年版 高齢社会白書 
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株式会社日本介護福祉グループ 

低所得高齢者の増加 資料 

５ 

出典：厚生労働省 平成24年版 労働経済の分析 －分厚い中間層の復活に向けた課題－ 


